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     ２．中国生産システム発展におけるアーキテクチャ選択戦略 
   

























                                                   
1 藤本隆宏 新宅純二郎編『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社 2005年。10 ‐17頁を参照。 
2  藤本理論がある発展段階を背景とした理論形成に止まっていることへの指摘について，下記の文献を参照。 
① 沼上幹「議論のためのノート『経営学の貢献と反省：サブテーマⅡ 事業論』」（経営学史学会第 20 回記念全国大




ュラー化に向かったりする」とも述べている。藤本隆弘  武石彰 青島矢一編『ビジネス・アーキテクチャ : 製
品・組織・プロセスの戦略的設計』有斐閣 2001年。45頁を参照。 









5 第 1次 5ヵ年計画について，下記の文献を参照。 
① 現代中国学会編『新中国の経済と文化 : 現代中国学会報告』法律文化社 1954年。 
② 国务院全国工业普查领导小组弁公室, 国家统计局工业交通物资统计司编『中国工业经济统计资料』中国統計出版社
1985年。 

































                                                                                                                                                     
④ 方顯廷著/岡崎三郎譯『支那工業組織論』生活社 1939年。 
⑤ 森谷正規『日本・中国・韓国産業技術比較』東洋経済新報社 1981年。 
⑥ 丸山伸郎『中国の工業化と産業技術進歩』アジア経済研究所/アジア経済出版会 (発売) 1988年。 
⑦ 渡辺利夫編『中国の経済改革と新発展メカニズム』東洋経済新報社 1991年。 
⑧ 範建亭『中国の産業発展と国際分業 : 対中投資と技術移転の検証』風行社  2004年。 
6 中国工業化戦略のめざすべき方向について次の３つの意見について，下記の文献を参照。 
① 現代中国学会編『新中国の経済と文化 : 現代中国学会報告』法律文化社 1954年。 


































                                                   
7 第 7次 5ヵ年計画期の技術改造について，下記の文献を参照。 
① 慧炯 李泊渓主編『中国中長期産業政策』中国財政経済出版社 1991年。 
② 丸山伸郎『中国の工業化と産業技術進歩』アジア経済研究所/アジア経済出版会 (発売) 1988年。 
③ 日中経済協会『中国における産業構造の変革』日中経済協会 1982年。 
④ 丸山伸郎編『中国の工業化 : 揺れ動く市場化路線』アジア経済研究所/アジア経済出版会(発売) 1991年。 
⑤ 範建亭『中国の産業発展と国際分業 : 対中投資と技術移転の検証』風行社  2004年。 
⑥ 陳錦華著/杉本孝訳『 国事憶述 : 中国国家経済運営のキーパーソンが綴る現代中国の産業・経済発展史』 日中経
済協会  2007年。 
























                                                   
8 丸川知雄『現代中国の産業 : 勃興する中国企業の強さと脆さ』中央公論新社  2007 年。 
9 この事情については，下記の書に詳しく紹介されている。 
① 田英夫編者『中国のコンピュータ産業』晃洋書房 2001年。 
② 北村嘉行編『中国工業の地域変動』大明堂  2000年。 
③ 中川涼司『中国の IT産業 : 経済成長方式転換の中での役割』ミネルヴァ書房  2007年 。 
④ 安室憲一『徹底検証中国企業の競争力 : 「世界の工場」のビジネスモデル』日本経済新聞社 2003年。 
 
10 第 9次 5ヵ年計画における情報化推進問題については，下記の文献を参照。 
① 株式会社野村総合研究所編『アジア諸国の産業発展戦略』野村総合研究所情報リソース部 1996年。 
② 王曙光『中国製品なしで生活できますか』 東洋経済新報社  2002年。 
③ 安室憲一『徹底検証中国企業の競争力 : 「世界の工場」のビジネスモデル』日本経済新聞社  2003年。 
④ 津上俊哉『中国台頭―日本は何をなすべきか』日本経済新聞社 2003年。 
⑤ 範建亭『中国の産業発展と国際分業 : 対中投資と技術移転の検証』風行社  2004年。 
⑥ 陳錦華著/杉本孝訳『 国事憶述 : 中国国家経済運営のキーパーソンが綴る現代中国の産業・経済発展史』 日中経
済協会  2007年。 
⑦ 陳晋『中国製造業の競争力』信山社出版  2007年。 
11 第 10次 5ヵ年計画における情報化推進問題について，下記の文献を参照。 
① 丸川知雄編『中国産業ハンドブック 2001-2002年版』蒼蒼社 2000年。 
② 丸川知雄編『中国産業ハンドブック 2003-2004年版』蒼蒼社 2003年。 
③ 丸川知雄編『中国産業ハンドブック 2005-2006年版』蒼蒼社 2006年。 
④ 陳錦華著/杉本孝訳『 国事憶述 : 中国国家経済運営のキーパーソンが綴る現代中国の産業・経済発展史』 日中経
済協会 2007年。 
⑤ 陳晋『中国製造業の競争力』信山社出版  2007年。 
⑥ 苑志佳「先端技術開発の可能性―中国 IT産業発展モデルをめぐって」『平成十五年度 中国経済の持続的発展の可















Y・ボールドウィン=キム・B・クラーク (Carliss Y. Baldwin & Kim B. Clark)の[Baldwin, 
















                                                   
12 モジュール化原則について，下記の文献を参照。  
① 青木昌彦  安藤晴彦編『モジュール化 : 新しい産業アーキテクチャの本質』東洋経済新報社  2002年。 
② 池田信夫『情報技術と組織のアーキテクチャ : モジュール化の経済学』NTT出版  2005年。 
③ 尹暁杰『モジュール化と中国 PC産業』[桃山学院大学]  2008 (桃山学院大学大学院経営学研究科修士論文) 桃
山学院大学図書館資料 ID：00689644。 
④ 安藤晴彦 元橋一之『日本経済競争力の構想 : スピード時代に挑むモジュール化戦略』日本経済新聞社 2002年。 
⑤ 平松茂実『モジュール化グローバル経営論』学文社  2011年。 
⑥ 田中辰雄『モジュール化の終焉 : 統合への回帰』NTT出版  2009年。 
13 丸川知雄『現代中国の産業 : 勃興する中国企業の強さと脆さ』中央公論新社  2007年。 
14 藤本の主張については，下記の書を参照されたい。 




































                                                                                                                                                     
年。 
② 藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社  2004年。 
③ 藤本隆宏 新宅純二郎編『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社 2005年。 
④ 藤本隆宏  中沢孝夫編『グローバル化と日本のものづくり』放送大学教育振興会  2011年。 







































① 増田英樹『中国商人の知恵』東洋経済新報社 2002年。 
② 馬場錬成『中国ニセモノ商品』中央公論新社 2004年。 




































                                                   
18 小川 紘一「製品アーキテクチャのダイナミズムを前提にした日本型イノベーション・システムの再構築―新・日本
型経営としてのビジネス・モデル・イノベーション（その１）」東京大学 COE ものづくり経営研究センター MMRC 











キテクトーン）である。αρχιτέκτων arkhetekton は，「主な」「第 1」「長」など
の意味の αρχώς arkhos（アルコース）と，「職人」，「工匠」，「名匠」，「大工」などの意
味の τέκτων tekton（テクトーン）からなる。これから，マルクス・ウィトルウィウ







製造工程上の概念ではあるものの Hayes, R.H. and Clark, K.B. [1988]22 の研究において
も，アーキテクチャという表現は見られる。また，Alexander, C. [1964]23 のように，早
くから構成要素を機能単位で分化することの利点を示した研究も存在していた。これら
Henderson, R. and Clark, K.B.24の研究以前のアーキテクチャは，製品や工程の構造に関
する記述に留まり，企業組織や産業構造へのインパクトまでは言及されていない。製品ア
ーキテクチャが経済学・経営学の分野で本格的に議論されるようになった背景には，製品
                                                   
19 アーキテクチャの語源について，下記の文献を参照。 
① 竹林 滋編『新英和大辞典 第六版』研究社 2002年。 116頁を参照。 
② ウィキペディアフリー百科事典
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%BC%E3%82%AD%E3%83%86%E3%82%AF%E3%83%81%E3%83%A3 を参照。 
ダウンロード 2012年 11月 01日。 
20 アーキテクチャ【architecture】について，下記の文献を参照。 
① ①建築学。また建築様式。②コンピュータの特性を決定するデータの形式やハードウェアの機能分担などを含めた，




トウェアの互換性がある。松村 明 三省堂編集所編『大辞林 第三版』三省堂 2006年。1頁を参照。 
21 Clark，K.B. [1985]“The Interaction of Design Hierarchies and Market Concepts in Technological Evolution,”
Research Policy,14(5). 
22 Hayes, R.H., and Clark, K.B. [1988], Dynamic Manufacturing: Creating the Learning Organization ,New York: 
Free Press. 
23 Alexander, C.[1964], Notes on the Synthesis of Forum, Cambridge, Mass.: Harvard University Press.（稲葉武
司訳[1978],『形の合成に関するノート』鹿島出版会） 
24 Henderson, R., and Clark, K.B.[1990],"Architectural Innovation: The Reconfiguration of Existing 



































                                                   
25 佐伯靖雄「イノベーション研究における製品アーキテクチャ論の系譜と課題」『立命館経営学』第 47巻 第 1号 2008 
年 5 月。136頁を参照。 
26 安室憲一『徹底検証中国企業の競争力 : 「世界の工場」のビジネスモデル』日本経済新聞社  2003年。61頁を参
照。 
27 同上。 




































                                                   
29 モジュラー生産について，下記の文献を参照。 
① 青木昌彦 安藤晴彦編『モジュール化 : 新しい産業アーキテクチャの本質』東洋経済新報社  2002年。 
② 池田信夫『情報技術と組織のアーキテクチャ : モジュール化の経済学』NTT出版  2005年。 
30 安室憲一『徹底検証中国企業の競争力 : 「世界の工場」のビジネスモデル』日本経済新聞社 2003年。65頁参照。 
































                                                   
31 Ulrich, K.T. [1995],"The Role of Product Architecture in the Manufacturing Firm," Research Policy 
24 PP.419-440. 
32 同上。 
33 安藤晴彦  元橋一之『日本経済競争力の構想 : スピード時代に挑むモジュール化戦略』日本経済新聞社 2002年。 
34 インテグラル型の強みについて，下記の文献を参照。 
① 藤本隆宏『生産システムの進化論』有斐閣 1997年。 
② 藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社  2004年。 
③ 藤本隆宏・大隈慎吾・渡邊泰典「人工物の複雑化と産業競争力」『一橋ビジネスレビュー』56－2：2008年。90－109
頁。 
④ 藤本隆宏・キム・B・マラーク著，田村明比古訳『増補版 製品開発力』ダイヤモンド社 2009年。 
⑤ 藤本隆宏  中沢孝夫編『グローバル化と日本のものづくり』放送大学教育振興会  2011年。 


































                                                   
35 藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社  2004年。 
藤本隆宏・大隈慎吾・渡邊泰典「人工物の複雑化と産業競争力」『一橋ビジネスレビュー』 
56－2：2008年。90－109頁。 
藤本隆宏・キム・B・マラーク著，田村明比古訳『増補版 製品開発力』ダイヤモンド社 2009年。 
36 藤本隆宏『生産システムの進化論』有斐閣 1997年。 
藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社  2004年。 
藤本隆宏・キム・B・マラーク著，田村明比古訳『増補版 製品開発力』ダイヤモンド社 2009年。 






























                                                   
37 中川功一『技術革新のマネジメント』有斐閣 2011年。 
38 沼上幹「議論のためのノート『経営学の貢献と反省：サブテーマⅡ 事業論』」（経営学史学会第 20回記念全国大会
統一論題討論者コメント，2012年 5月 26日，明治大学駿河台校舎），『経営学史第 20回記念全国大会予稿集』1‐5頁を
参照。 
39 Fine, C.H. [1998], Clockspeed: Winning Industry Control in the Age of Temporary Advantage, MA: 
Perseus Books.（小幡照雄訳[1999],『サプライチェーン・デザイン』日経 BP） 







































                                                   
42 中川功一『技術革新のマネジメント』有斐閣 2011年。9頁と第 3章を参照。 
43 藤本隆宏 新宅純二郎編『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社 2005年。 
44 アーキテクチャの観点から中国＝疑似オープン・モジュラー型である。主な事例研究はオートバイ産業であった。 
  大原盛樹｢中国オートバイ産業のサプライヤー・システム－リスク管理と能力向上促進メカニズムから見た日中 
比較｣，アジア経済，XLⅠⅠ－4 2001年 9月 15日。 
藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社  2004年。 
藤本隆宏 新宅純二郎編『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社 2005年。 














































































48 丸川知雄『現代中国の産業 : 勃興する中国企業の強さと脆さ』中央公論新社  2007 年。 
49 渡辺利夫編『中国の経済改革と新発展メカニズム』東洋経済新報社 1991年。 
50 唱新『資本蓄積と産業発展のダイナミズム―中国産業の雁行型発展に関する経済分析―』晃洋書房 2011年。76頁
を参照。 
51 第 10次 5か年計画について，下記の文献を参照。 
① 丸川知雄編『中国産業ハンドブック 2001-2002年版』蒼蒼社 2000年。 
② 丸川知雄編『中国産業ハンドブック 2003-2004年版』蒼蒼社 2003年。 












た。まず工業体系の建設であった。1952 年中国は経済発展のため，第 1 次 5 か年計画を実
施し，その中心は旧ソ連の技術と設備の大規模な導入であった。優先的に重工業を発展さ



















金額を超え，1992 年には直接投資金額は既にハード技術導入の支払金額の 2 倍となってい
た。当時から世界の技術を売り物とする企業，例えば，AT&T，MOTOIROLA，松下電器産業な
                                                   
52 李灝 蒋一苇 周叔莲 主編『中国工業経済発展戦略研究』経済管理出版社 1986年。59‐63頁を参照。 
53 丸山伸郎『中国の工業化と産業技術進歩』アジア経済研究所/アジア経済出版会 (発売)  1988年。54‐70頁を参照。 

















こうして，2001 年から 2010 年までの間に，中国は年平均 10.7％の高度成長を遂げ，貿
易額も 6 倍以上に拡大した。この結果，2000 年には日本の四分の一でしかなかった中国の


















その第１段階は 1973年～77年の一貫設備導入時期である。第 2段階は 1978年～79年の
                                                   
56 陳炳富 林倬史編『アジアの技術発展と技術移転』文眞堂 1995年。237‐258頁を参照。 
57 服部健治 丸山知雄編『日中関係史 1972－2012 Ⅱ経済』東京大学出版会 2012年。247‐265頁を参照。 
58 安藤哲生 川島光弘 韓金江『中国の技術発展と技術移転－理論と実証－』ミネルヴァ書房 2005年。 
20 
 
「洋冒進（急激な外国導入）」である。第 1 段階に導入された技術は 26 の大型設備の項目
に集中した。外貨使用額は約 35億ドルで，具体的には鉄鋼裁断設備，13セットの大型化学








まず，第 1 に，1979 年の外資の直接投資が強化され，外資の導入とともに多くの技術や
技術設備が入ってきた。第 2 に，人材の導入と交流も徐々にだが活発化し始めた。外国専
門家の導入だけ見ても，1979 年～1989 年の 10 年間に約 12 万人で，これは 30 年前の 7 倍
である。第 3に，許可証貿易などによるソフトの導入方式が重要視され始め，1983年～1990





にとると，中国は 1950 年代にかつて 1 万人の旧ソ連の専門家を招聘し，約 2 万 8000 人の
留学生を派遣してきた61。1960 年代には人材の導入と交流は少なかった。そして，「文化大
革命」の期間にはほとんど中断され，1980年代に招聘された各部門の専門家は約 20万人に
ものぼり，出国留学人員は 8万人余り，海外派遣された研修生は 5万 3000人であった。し
かも 1990年の対外科学技術交流項目は 1万 2800項目で，これは 1978年の 13倍に当たる62。  
技術を導入すると同時に，中国は 1979年に技術輸出の規模を拡大し始め，1990年の輸出





は，1988 年の 1 億 7000 万ドルから，1989 年には 8 億 8000 万ドル，1990 年には 9 億 9000
万ドル，1991 年には 12 億 8000 万ドル，1992 年には 15 億 1000 万ドル，そして 1993 年に
                                                   
59 丸山伸郎『中国の工業化と産業技術進歩』アジア経済研究所/アジア経済出版会 (発売) 1988年。 
60 王慧炯 李泊渓主編『中国中長期産業政策』中国財政経済出版社 1991年。 
61 『中国教育年鑑 1949～1981』980頁を参照。 












改革・開放が軌道に乗った 1984 年から天安門事件前年の 1988 年までと，改革・開放が
本格化した 1992 年以降には，2 度にわたる外国投資ブームとも重なって工業化が大きく前
進した。1992年からアジア経済危機が発生した 1997年まで，工業生産額は実質年平均 15％










での 2 年間を物価上昇率がマイナスで推移する中，電子通信は名目年平均 28％，電気機器
は同 18％の伸びを示し，製造業全体の増加率 14％を達成できた。この結果，電気・電子の
製造業に占めるシェアは 1992 年の 8％から 2000 年には 16％に 8 ポイントも上昇，2000 年
には，化学・同製品に次いで製造業では第 2 の産業に躍進した。また，一般機械，輸送機














系企業は 1988年の第 1次投資ブーム，1992年第 2次投資ブームで工業生産額に占めるシェ
































                                                   
66 苑志佳『移行期中国の産業政策』日本貿易振興会アジア経済研究所 2000年。 
67 範建亭『中国の産業発展と国際分業 : 対中投資と技術移転の検証』風行社  2004年。 
68 北村嘉行編『中国工業の地域変動』大明堂  2000年。 





















スタートを切ったのは，第１次 5か年計画の始まった 1953年頃からであった。  








                                                   
70 『中ソ友好互助同盟条約』について，下記の文献を参照。 
① 東北財経委員会訳『蘇聯如何製訂工業生産計画』東北新華書店 1949年。 
② 人民出版社編『技術革命的新時代』人民出版社 1958年。 














































                                                   
72 私営工業の消滅について，下記の文献を参照。 
① 島一郎『中国民族工業の展開』ミネルヴァ書房 1978年。 
② 呉暁林『毛沢東時代の工業化戦略 : 三線建設の政治経済学』御茶の水書房  2002年。 




































                                                   
74 産業組織の再編成について，下記の文献を参照。 
① 小島麗逸『中国の経済と技術』勁草書房 1975年。 
② 中国企業管理協会編『工業結構』企業管理出版社 1982年。 
75 汪海波主編『新中国工業経済史』経済管理出版社 1986年。 


































                                                   
77 苑志佳「56年体制―中国社会主義体制の形成・変容と「パックス・アメリカ―ナ」―」立正大学『経済学季報』第
51巻第 1号 2001年。 
78 池田誠『中国工業化の歴史』法律文化社 1982年。 
79 草野文男『中国経済の構造と機能』御茶の水書房 1982年。 
80 中国耐久消費財の生産と輸入増加について，下記の文献を参照。 
① エドワード・K・Y・チェン 丸屋豊二郎編『中国の「改革・開放の 10年」と経済発展』アジア経済研究所 1992
年。52－54頁を参照。 





































                                                   
81 森谷正規『日本・中国・韓国産業技術比較』東洋経済新報社 1981年。 





































                                                   








































                                                   















国際競争力を高めた。EMS，SPA や OEM などのビジネスモデルは，アーキテクチャ革命と低
賃金労働によって実現した88。 
2－4．グローバル化への移行期（1990年代後半～2005年半ば） 







ない｢貧困人口｣の減少に大きく役立っている。（1978 年から 1995 年の間，全国農村の貧困








                                                   
86 安室憲一『多国籍企業と地域経済―「埋め込み」の力―』お茶の水書房 2012年。9－10頁を参照。 
87 同上。 
88 安室憲一『徹底検証中国企業の競争力 : 「世界の工場」のビジネスモデル』日本経済新聞社  2003年。 
天野倫文・中川弘一・大木清弘「グローバル戦略の組織統合と経営革新―HDD産業に見る経営革新の比較」『一橋 
ビジネスレビュー』56－2：62－77頁を参照。  
89 安室憲一『徹底検証中国企業の競争力 : 「世界の工場」のビジネスモデル』日本経済新聞社  2003年。 
90 劉敬文『中国消費革命』日刊工業新聞社 1997年。130－153頁を参照。 
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91 中兼和津次『歴史的視野からみた現代中国経済』東洋文庫 2010年。 
92 WTOに加盟後中国企業海外投資の活発化について，下記の文献を参照。 
① 魯桐『WTO与中国企業国際化』中共中央党校出版社 2000年。 
② 天野倫文, 大木博巳編『中国企業の国際化戦略 : 「走出去」政策と主要 7社の新興市場開拓』ジェトロ(日本貿易
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の商品開発水準は世界にほぼ 10－20 年遅れている。中国商品構造内，40％は海外の 1940，
1950 年代のもの，30％は海外の 1960，1970 年代のものであり，1980 年代の商品はわずか
20％しかなく，1990 年代の商品はまだ 10％に達していない101と推測される。そのため，中
国のほとんどの業種で，商品が売れず，大量の在庫を抱える現象が一般的であった。例え









99 服部健治 丸山知雄編『日中関係史 1972－2012 Ⅱ経済』東京大学出版会 2012年。 
100 『世界経済の潮流』 日本内閣 2002年～2013年を参照。
http://www5.cao.go.jp/keizai3/whitepaper.html#chouryuu 白書等（経済財政白書，世界経済の潮流等）ダウンロード
2013年 6月 17日。 
101 『中国統計年鑑』1950年版～2000年版を参照。 
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研究センター MMRC Discussion Paper No. 2  MMRC-J-2 2004 年 3 月。 
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組織・プロセスの戦略的設計』有斐閣  2001年。45頁。 
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出所：藤本隆宏「製品アーキテクチャの概念・測定・戦略に関するノート」RIETI Discussion Paper Series 02-J-0082002 





















                                                   
111 藤本隆宏「製品アーキテクチャの概念・測定・戦略に関するノート」RIETI Discussion Paper Series 02-J-008 
2002 年 6 月。 
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Books. 
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118 Baldwin,C.Y. &K.B.Clark [2000],Design Rules,Vol.1.The Power of Modularity,MIT Press. 
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119 藤本隆宏「製品アーキテクチャの概念・測定・戦略に関するノート」RIETI Discussion Paper Series 02-J-008  





出所：藤本隆宏「製品アーキテクチャの概念・測定・戦略に関するノート」RIETI Discussion Paper Series 02-J-008 
















                                                   
120 藤本隆宏「製品アーキテクチャの概念・測定・戦略に関するノート」RIETI Discussion Paper Series 02-J-008 
2002 年 6 月。 
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122 藤本 隆宏「アーキテクチャの比較優位に関する一考察 A Note on Comparative Advantage of Architectures」RIETI 
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124 藤本隆宏「製品アーキテクチャの概念・測定・戦略に関するノート」RIETI Discussion Paper Series 02-J-008 


























ハーバードビジネスレビューに，「The Power of Product Integrity」という論文を掲載し
た（Clark and Fujimoto [1990]）。この論文で藤本氏らは，統合型の製品開発の代表選手
として主に日本の自動車企業を分析し，「製品統合性」（プロダクト・インテグリティ）の
高い製品は統合的な組織からのみ生まれると論じた。ところが 10 年後の 2000 年，ハーバ
ードビジネススクールの学長に就任していたクラーク教授は，ボールドウィン教授と共著




1990年の「The Power of Product Integrity」と 2000年の「The Power of Modularity」
は，この 10年に起こった変化を象徴しているとも言える。ごく単純化して言えば，1980年
                                                   
125 藤本隆宏「製品アーキテクチャの概念・測定・戦略に関するノート」RIETI Discussion Paper Series 02-J-008 

















出所：藤本隆宏「製品アーキテクチャの概念・測定・戦略に関するノート」RIETI Discussion Paper Series 02-J-008 





                                                   
126 Fine,H.C. [1998]Clockspeed: Winning Industry Controll in the Age of Temporary Advantage, Reading Perseus 
Books． 























出所：藤本隆宏「製品アーキテクチャの概念・測定・戦略に関するノート」RIETI Discussion Paper Series 02-J-008 
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の工場に支給するというシステムである。藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社  2004年。189 頁を参照。 
132 藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社  2004年。188頁を参照。 
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136 藤本隆宏『能力構築競争』中公新書 2003年。 
137 藤本隆宏 新宅純二郎編『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社 2005年。17－20頁を参照。 








もともと模倣の性向があって，中国企業に根源的な開発能力がない。] と指摘した。   




























                                                   



























                                                   
140 苑志佳『現代中国企業変革の担い手』批判社 2009年。 
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143 中国国家統計局・科学技術部編『中国科技統計年鑑 2005年版』中国統計出版社 2005年。 
144 唱新『資本蓄積と産業発展のダイナミズム』晃洋書房 2011年。76頁を参照。 
145 中国国家統計局編『中国統計年鑑』中国統計出版社 2002年。 















































エネ・環境保護技術の開発によって，エネルギー使用効率を世界先進レベルに達すること。    












特に著しく変化したのは，研究開発投資の急増であった。研究開発費は 2002 年に 1000 億
人民元を，2006 年には 3 倍増の 3000 億人民元(約 3 兆 9000 億円，対 GDP 比率 1.42%)を超

















                                                   
149 中国国家統計局・科学技術部編『中国科技統計年鑑 2009年版』中国統計出版社 2009年。 
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153 科学研究従事者には研究者と研究補助者が含まれている。日本総務省統計局の科学技術調査によると， 



























留学生 15万 5000人のうち，中国人が 3万 9000人（25%）を占める。2位は韓国人 1万 6000人（10%），日本人は 2600
人で 2%を占めるのみである。 







まず，研究開発活動の成果としての特許に関しては，特許出願件数は，1995 年の 8.3 万





次に研究論文数に関しては，米国主要検索雑誌に収録された論文数は，1997 年の 3.5 万





























田中修『2011～2015年の中国経済 : 第 12次 5カ年計画を読む』蒼蒼社  2011年。171－173頁を参照。 
Science and Engineering Doctorate Award 2005 and 1996,National Science Foundation /Division of Science Resources 
Statistics, Survey of Earned Doctorates  http://www.nsf.gov/statistics/nsf07305/tables/tabll.xls 
http://www.nsf.gov/statistics/nsf97329/tables/drf5.pdf   ダウンロード 2013年 10月 11日を参照。 
「国家中長期人材発展規划要綱(2010－2020年)発表」http://www.gov.cn/jrzg/2010-06/06/content_1621777.htm 
ダウンロード 2013年 12月 16日を参照。 
155 唱新『資本蓄積と産業発展のダイナミズム』晃洋書房 2011年。82頁を参照。 





















究開発費は 160億人民元から 353億人民元へと 1.2倍増加した159(年間平均伸び率 20.1%)の
















数年以内に追いつかれる公算が大きいとされている。『日本経済新聞』2007年 11月 16日。 
158 橋田 坦『中国のハイテク産業』白桃書房 2008年。 
159 中国国家統計局・科学技術部編『中国科技統計年鑑 2000年版』中国統計出版社 2000年。 
160 中国国家統計局・科学技術部編『中国科技統計年鑑 2005年版』中国統計出版社 2005年。 
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長が順調で，2004年末レノボは IBMに現金 6.5億ドル，自社株 6億ドルを支払い，PC部門
の債務 5 ドルとともに，技術，IBM ブランド（5 年間使用可能），年商 130 億ドルの市場，
















                                                   
171 中川涼司『中国の IT産業 : 経済成長方式転換の中での役割』ミネルヴァ書房 2007年。 
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ICCS Joumal of Modern Chinese Studies Vol.4(2)2012。45-54頁。 
172 丸山知雄「連想集団」http：スラッシュスラッシュ web.iss.u－tokyo.ac.jpスラッシュ～marukawaスラッシュ 
legend.pdf#search='%E4%B8%B8%E5%B1%B1%E7%9F%A5%E9%9B%84%E3%80%8C%E8%81%AF%E6%83%B3%E9%9B%86%E5%9B%A3% 




















1994 年 2 月に香港証券取引所に上場した香港聯想は，後に北京レノボと一体化し，北京レ
ノボは株式の 57%所有することになった。後に，北京レノボはグループを再編し，持株会社
になり，レノボと神州デジタルがその子会社になるわけである。レノボと神州デジタルは
兄弟会社であるが，後者は前者から独立したとき，総資産の 10%，従業員の 20%，業務の 20%
と販売収入の 20%しか持ち出さなかった。2004 年度の売上高でいえば，神州デジタルは結
構頑張っているが，まだレノボの 61.6%しか占めていない。ほかの三社はいずれも近年設立
                                                   








次に，レノボのことを見てみよう。   

















































                                                   
174 レノボ組織について，以下の文献を参照。 
① 徐方啓『日中企業の経営比較』ナカニシヤ出版 2006年。 
② 徐方啓『柳傳志 : 聯想 (レノボ) をつくった男』 ナカニシヤ出版 2007年。 
③ 丸山知雄「聯想集団」
http://web.iss.u-tokyo.ac.jp/~marukawa/legend.pdf#search='%E4%B8%B8%E5%B1%B1%E7%9F%A5%E9%9B%84%E3%80%




かつ全国 3000の代理店の努力で 284万 4,378台を売り，前年度より 17%の増加になったが，































                                                   
175 徐方啓『柳傳志 : 聯想 (レノボ) をつくった男』 ナカニシヤ出版  2007年。 
176 中川涼司「華為技術（ファーウェイ）と聯想集団（レノボ）の対日進出―中国企業多国籍化の二つのプロセス再論
―」ICCS Joumal of Modern Chinese Studies Vol.4(2)2012。45-54頁。 









システムを用いるパソコン(長城 0520CH)が 1985年に開発され，採用された部品の 5割が国
産部品であった178。 

























                                                   
178 中川涼司「中国コンピュータ産業の業界構造と企業戦略―「微笑曲線」と聯想集団のマーケティング戦略」阪南大
学社会科学編『阪南論集』33(3) 1998年 1月。 
179 本田英夫『中国コンピュータ産業』晃洋書房 2001年。 
180 葉剛「激戦区の中国コンピュータ市場―花火散る「国産勢」対「外国勢」の争い」『週刊東洋経済』東洋経済新報社
5428 1997年 6月 7日。 
65 
 
1990 年代の後半になると，インテル製最新の CPU チップを搭載する中国ブランドのパソ
コンが市場に投入され，ローカル製品の技術の向上がみられた。特に，Intelの CPU交替に
つれ，レノボと北大方正は，MMX Pentium， PentiumⅡを搭載するパソコンを一気に値下

















の販売台数は，140万台に達し，市場シェアの 74.2% を占めた。 
一方，ローカルパソコンメーカーの量産拡大や値下げ販売は，中国におけるパソコンの
普及を牽引している。中国パソコン保有台数をみると，1996 年に 542 万台に過ぎなかった










                                                   
181 呂彤『聯想喘息』浙江人民出版 2003年。 
182 モジュール化について，以下の文献を参照。 
① 池田信夫『情報技術と組織のアーキテクチャ : モジュール化の経済学』NTT出版 2005年。 


























いう緩衝レイヤーを導入した。さらに既存の Bus Bridge を South Bridge というコンセプ





                                                   


















ションが次々に起きる。1980 代にせいぜい年間 1000 万台だったパソコン市場が 1995 年～















ション 8％，代理販売 20％，その他 2％。更に，レノボパソコンについては，1996 年に商
用コンピュータ，家庭用コンピュータ，ノート・パソコン，サーバーを 4 系列と位置づけ
た。 








                                                   
186 渡部俊也編『グローバルビジネス戦略』白桃書房 2011年。105－132頁を参照。 
187 川井伸一「M&A以降のレノボの国際経営―サプライチェーンの構築と事業改善―」愛知経営論集 第 159号 2009
年 2月。1-26頁を参照。 
188 延岡健太郎 上野正樹「中国企業の情報家電における競争力：モジュラー型製品開発における組み合わせ能力の限
界」RIETI Discussion Paper Series 05-J-004 2005 年 3 月。 
189 『中国経済 : 中国経済情報研究会員資料 2007巻 11号 2007年 10月 22日 中国企業の欧米戦略（ハイアール集団・






































                                                   


































④現経営陳 18 名のうち，レノボから派遣されたのは楊元慶以下 4 名で，アメリカ籍 12
名，オランダ籍 1 名の外国人経営者に依存する体制になっていることである。中国人経営
陳のグローバルビジネス経験が少ないことをカバーし，早急に業績を向上させるために，
                                                   
191 徐方啓『日中企業の経営比較』ナカニシヤ出版 2006年。 





























1995 年の新製品は約 60 モデルだったが，1998 年には 252 モデル，2002 年には 382 モデル
                                                   
193 橋田坦『中国のハイテク産業―自主イノベーションへの道―』白桃書房 2008年。113－122頁を参照。 






国企業の情報家電における競争力：モジュラー型製品開発における組み合わせ能力の限界」RIETI Discussion Paper 
Series 05-J-004 2005 年 3 月。 
196 ハイアール企業基本情報について，以下の資料を参照。 
① Haier Global http://www.haier.com/index.htm ダウンロード 2010年 8月 3日。 
② About Haier http://www.haier.com/abouthaier/corporateprofile/index.asp  ダウンロード 2010年 8月 3日。 
③ ハイアール http://www.haierjapan.com/index.html ダウンロード 2009年 5月 13日。 




































                                                   
197 製品開発戦略について，以下の文献を参照。 
① 徐方啓『日中企業の経営比較』ナカニシヤ出版 2006年。 
② 天野倫文 大木博巳編『中国企業の国際化戦略 : 「走出去」政策と主要 7社の新興市場開拓』ジェトロ(日本貿易
振興機構) 2007年。 
③ 藤本隆宏 新宅純二郎編『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社 2005年。247－288頁を参照。 




































                                                   
199 ハイアールブランド戦略について，以下の文献を参照。 
① 『中国経済 : 中国経済情報研究会員資料 2007巻 11号 2007年 10月 22日 中国企業の欧米戦略（ハイアール集団・
聯想集団） 』JETRO [編] 東京 : 日本貿易振興会 2000年。 


































                                                   
200 ハイアール情報システムの活用について，以下の資料と文献を参照。 
① Haier Global http://www.haier.com/index.htm ダウンロード 2010年 8月 3日。 
②  A bout Haier http://www.haier.com/abouthaier/corporateprofile/index.asp  ダウンロード 2010 年 8 月 3日。 
③ 遅双明編/多田敏宏訳『ハイアールの企業文化 : 中国トップ家電メーカーの経営戦略』近代文芸社 2004 年。 
④ 孫健著/福田義人訳『ハイアールの戦略 : 中国最大最強の企業グループ』かんき出版 2003年。 
201 湯進『東アジアにおける二段階キャッチ・アップ工業化―中国電子産業の発展―』専修大学出版局 2009年。141
頁を参照。 





































                                                   
203 延岡健太郎 上野正樹「中国企業の情報家電における競争力：モジュラー型製品開発における組み合わせ能力の限
界」RIETI Discussion Paper Series 05-J-004 2005 年 3 月。 




































                                                   
205 安室憲一『徹底検証中国企業の競争力 : 「世界の工場」のビジネスモデル』日本経済新聞社 2003年。134- 147
頁を参照。 
206 稲垣公夫『EMS戦略』ダイヤモンド社 2001年。 


































倣したケースに「ハイアールコンピュータ」がある。ハイアールは，2001 年 5 月に「ハイ
                                                   
208 顔建軍 胡泳『海爾 中国造』海南出版社 2001年。 
209 中国国家統計局・科学技術部編『中国科技統計年鑑 2009年版』中国統計出版社 2009年。 
210 「ハイアールは，マンハッタンのブロードウェイにあるローマ式建築の代表例として有名な「グリニッチ銀行」の
建物を 1400万ドル（約 17億 9000万円）余りで買い取った」日本経済新聞 2002年 6月 7日朝刊。 
211 王曙光『海爾集団』東洋経済新報社 2002年。 






































                                                   



























橋田坦「中国の「軍転民」―軍需産業の民需転換―」東北大学大学院 国際文化研究科論集 第 4号 133-156頁を参照。 
215 2012年 9月 9日〜9月 12日・2013年 8月 7日～8月 16日中国河南省洛陽市の大陽オートバイの社史に関する調査結
果と中国の初期オートバイについては，山岡茂樹「魔托車」『開放中国のクルマたちーその技術と技術体制―』日本経済




中国汽車工業協会の 2013 年 1 月から 10 月までの中国全国オートバイ生産企業販売ラン
キングトップ 10では，洛陽北方企業集団有限公司は第 4位であった216。 
洛陽北方企業集団有限公司〈有限会社〉の子会社，洛陽北方易初オートバイ有限会社（北
























 1985年には年間生産台数が 100万台を超えたものの，1990年代初期までは 100万台を挟
                                                   
216 中国汽車工業協会の 2013年 1月から 10月まで中国全国オートバイ生産企業販売ランキングトップ 10 
http://www.caam.org.cn/motuoche/20131115/1305106449.html を参照。ダウロード 2013年 11月 19日。 




応マフラーである。ここでヨーロッパ E-MARK認証とはヨーロッパ E-MARK認定された事である。 
219 ネパール政府の環境保護の認証とは 1999年 1月 22日，ネパール交通管理局は 2000年 7月から排ガス検査に不合格
の車両のリングロード内部乗り入れを禁止すると発表した。そこで排ガス検査などネパール政府の規則に合格し，認定
された事を示している。 









ンダの技術協力を得て 50cc モペットの改良版を完成させて以後，1990 年代初めまで










のは JH50,JH70，JH125及び JD70型（スーパーカブ型），スズキ AX100型，ヤマハ・メイト











に 87社，232車種（一社平均 2.7車種）であったが，1995年に 118社 971車種（同 8.2車




                                                   
221 大原盛樹｢中国オートバイ産業のサプライヤー・システム－リスク管理と能力向上促進メカニズムから見た日中比










































































                                                   
223 藤本 隆宏「アーキテクチャの比較優位に関する一考察」RIETI Discussion Paper Series 05-J-013 2005 年 3 月。 
224 藤本隆宏 葛東昇「擬似オープン・アーキテクチャと技術的ロックイン―中国二輪産業の事例から—」 RIETI 
Discussion Paper Series 04-J-003  2004 年 1 月。 
225 李鋼「“走出去”開放戦略与案例研究」中国対外経済貿易研究社 2000年。 
226 天野倫文  大木博巳編『中国企業の国際化戦略 : 「走出去」政策と主要 7社の新興市場開拓』 ジェトロ(日本貿







































































                                                   








ステムとして静態的，動態的な自動車産業の競争力に貢献した。 [藤本 1998 67頁]という。 
藤本隆宏 西口敏宏 伊藤秀史『リーディングス サプライヤー・システム 新しい企業間関係を創る』有斐閣 1998
年 41-70頁を参照。 
大原盛樹｢中国オートバイ産業のサプライヤ ・ーシステム－リスク管理と能力向上促進メカニズムから見た日中比較｣『ア
ジア経済』第 42巻 4号 2001年 4月。2-38頁を参照。 












































































                                                   













































































                                                   
234 Fine,H.C. Clockspeed:Winning Industry Controll in the Age of Temporary Advantage,Reading Perseus Books.1998
年。 
235 平松茂実『モジュール化グローバル経営論』学文社 2011年。 
236 新宅純二郎 天野倫文編『ものづくりの国際経営戦略：アジアの産業地理学』有斐閣 2009年。13,16頁を参照。 
237 藤本隆宏 中沢孝夫編『グローバル化と日本のものづくり』放送大学教育振興会 2011年。 










































































                                                   
240 中国国家統計局編『中国統計年鑑 2003年版』中国統計出版社 2003年。 
241 技術振興政策について，以下の資料を参照。 
① 王偉光『自主創新，産業発展与公共政策』経済管理出版社 2006年。 
② 中国国家統計局・科学技術部編『中国科技統計年鑑 2005』中国統計出版社  2005年。 
③ 中国国家統計局・国家発展和改革委員会・科学技術部編『中国高技術産業統計年鑑』中国統計出版社 2007年。 
④ 中国国家統計局・国家発展和改革委員会・科学技術部編『中国高技術産業統計年鑑』中国統計出版社 2009年。 
91 
 
特に著しく変化したのは，研究開発投資の急増であった。研究開発費は 2002 年に 1000 億
人民元を，2006 年には 3 倍増の 3000 億人民元（約 3 兆 9000 億円，対 GDP 比率 1.42%）を
超え，2008年には 4616億人民元（約 6兆円，対 GDP比率 1.54%）に達した242。 
 中国の研究開発投資は急速に拡大してはいるものの，2007 年の研究開発費は世界最大の
研究開発国のアメリカの約 1 割強，日本の三分の一弱に過ぎず，日米との間には依然とし
て大きな差があることがわかる。しかし，1992 年から 2007 年の 15 年間，研究開発の年均
成長率についてみると，中国は 19%で，アメリカの 5.5%，日本の 2.1%を遥かに上回ってお
り，着実に増加している。 
研究開発活動の成果としての特許に関しては，出願件数は，1995年の 8.3万件から 2008
年の 82.8万件に増大し，13年間で約 10倍増加した。 
研究開発活動の成果として，技術においても中国のキャッチ・アップは急ピッチで進ん
でいる。例えば，特許出願件数を比べると，日本は 2000年代に入って減少傾向であり，2010






















                                                   
242 中国国家統計局・国家発展改革委員会編『工業企業科技活動統計資料』中国統計出版社 2006年～2009年。 
243 服部健治 丸山知雄編『日中関係史 1972－2012Ⅱ経済』東京大学出版会 2012年。340頁を参照。 
































 個別企業の事例として本論文の第Ⅳ章で考察した 1984年創業の PCメーカ ・ーレノボは，
1990年代には中国国内のトップブランドとなり，2004年に IBMの赤字が続いたパソコン事
                                                   
245 中国国家統計局・科学技術部編『中国科技統計年鑑 2009年版』中国統計出版社 2009年。 
246 松江宏編『現代中国の消費と流通』愛知大学経営総合科学研究 1999年。28－29頁を参照。 
247 中国富裕層について「チャイナネット」 
中国情報総合サイト - http://china7.jp/bbs/board.php?bo_table=1_1&wr_id=125  








                                                   
248 レノボは IBMパソコン事業を買収した事について，以下の資料を参照。 
① 中川涼司『中国 IT産業―経済成長方式転換中での役割―』ミネルヴァ書房 2007年。 
② 橋田坦『中国のハイテク産業―自主イノベーションへの道―』白桃書房 2008年。 
249 レノボは IBMパソコン事業を買収後リレーションシップモデルの取組み： 
1.ERPと CRMの管理手法の導入 
 レノボは全体のサプライチェーン・マネジメントおよびその基幹業務（会計，物流，販売，人事など）に関する情報
















MacDonald, DOW, ING, ABN-AMRO, GS Caltex, UNION PACIFIC, Nationwide, ALLINA, ORACLE, BRAUN, LIOYDs TSB, ASML, 






















材料コストの低減，物流コストの低減，７．生産面でのリーンシックスシグマ Lean Six Sigmaの推進，８．二つのタイ
プのマーケティングモデルの世界範囲での拡大，９．新たな製品提供とサービスの拡大による顧客満足の向上。 
 事業全体におけるコスト削減と運営の効率化，サービス水準の向上，顧客満足の増大，財務状況の改善がみられた。 
川井 伸一「M&A以降のレノボの国際経営―サプライチェーンの構築と事業の改善―」愛知経営論集 第 159号 2009
年 2月 1－25頁を参照。 
Lenovo News, Aug.14, 2007 
http://www.lenovo.com /news/us/en/2007/08/dandh.htmlを参照。 ダウンロード 2012年 12月 20日。 






た。日本での販売拡大と技術面の強化を目指して実施したのは，2011 年 1 月の NEC とのパ
ソコン合弁会社の設立250である。レノボ側は合弁会社の株式の 51％を握ったため，日本で





一方，中国を代表する総合家電メーカー・ハイアールは，2002 年に日本に 2 つの販売会
社を設立して冷蔵庫と洗濯機の販売を始めたが，売れたのは単身世帯向けの低価格機ぐら








                                                   






2012年 9月 4日 http://www.nikkei.com/article/DGXNASDD040JM_U2A900C1TJ0000/を参照。ダウロード 2012年 12月 29
日。 
251 レノボは IBMパソコン事業を買収しようとする時，楊元慶の頭に強く残っているのは「ThinkPad」を開発した IBM
の大和研究所であった。アメリカの技術というより日本の技術を期待した。 
252 日経 BP「ノウハウごと中国ハイアールへ譲渡される三洋電機の洗濯機・冷蔵庫事業とは」2011年 7月 28日，三洋
電機の洗濯機および冷蔵庫事業の中国ハイアール（中国海爾集団公司）への売却が決まった。  


































































































青木昌彦 安藤晴彦編『モジュール化 : 新しい産業アーキテクチャの本質』東洋経済新報社
2002 年。 
青木昌彦/PHP 研究所編『日本企業グローバル化の研究 : 情報システム・研究開発・人材育
成』PHP 研究所 1989 年。 
青島矢一 武石彰 マイケル・A・クスマノ編『メイド・イン・ジャパンは終わるのか : 「奇
跡」と「終焉」の先にあるもの』東洋経済新報社  2010 年。 
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